




人事評価制度とは, 官民を問わず, 上司が部下の働きぶりを評価し, それを人事の運用に反
映させるための手続きである｡ 標準的なテキストである白井 (    )      によると, 人事評
価制度とは, ｢従業員の日常の勤務や実績を通じて, その能力 (     ) や仕事ぶり (            ) を評価し, 賃金, 昇進, 適正配置, 能力開発等の諸決定に役立てる手続きである｣ と
定義される｡ また佐藤・藤村・八代 (    )      ‒  によると, その役割は, 能力や仕事ぶ
りを評価して, それを被評価者にフィードバックすることによって従業員の能力開発を促進す
ることと, 昇給や昇格に差をつけることで従業員にインセンティブを与え, 人件費の効率的配





れる｡ 肯定的に評価する研究である小池 (    ) によれば, 日本の人事評価制度の特徴は, 長
期に亘る昇進選抜を行うために念入りな選抜ができること, さらに長期選抜の過程で複数の上
司の下で働くことにあり, そのために評価基準の相場が形成され, 主観に基づく恣意性を低下
させると評価する｡ これに対し否定的に捉える研究である遠藤 (    ) は, 日本の人事評価制
度１) は    年代のアメリカの人事評価制度が維持され, 日本独自の発展を経た結果, 女性や組
  





前 浦 穂 高
合活動家を区別するという ｢雇用差別の道具｣ として活用される側面を指摘する｡ しかし遠藤






一つ目が, 評価結果の活用面に着目した分析である｡ この研究には, 大竹 (    ) や冨田
(    ) がある｡ どちらも勤続年数と評価結果を比較し, どの要因が昇格に影響力を及ぼして
いるのかを分析している｡ その結果, 富田 (    ) は日本企業の昇格には評価結果と勤続年数
が考慮されていると述べているのに対し, 大竹 (    ) は, 評価結果が昇格に有意に影響を与
えるだけでなく, 昇格の際には評価結果のみが考慮されると指摘する｡ いずれにせよ, 人事評
価の結果は人事の決定に対して活用されていることは事実である｡
二つ目は, 評価過程における公平性の分析である｡ このタイプの研究には, 評価過程におけ
る公平性の重要性を強調する分析 (井出    ,     , 守島    ・     , 高橋    , 都留    
など) やその公平性を担保する仕組みに着目し, 従業員への評価結果の開示や説明, 苦情相談
制度の機能, 従業員の経営参加などの諸施策の重要性を指摘する分析 (藤村    , 守島    ,     ,      , 高橋    , 都留    , 中嶋    ) が含まれる｡
三つ目は, 評価者の負担に着目する研究である｡ このタイプの研究として, 中嶋 (    ) や








井出 (    ) は, 評価結果そのものは人事評価の満足度に影響を及ぼさないと指摘し, 評価過
程における公平性の重要性を強調する｡ つまり評価過程の公平性が担保されていれば, 実際の
評価結果が被評価者の予想より悪くても, 評価結果に対する不満は軽減され, 一定程度の納得
度を確保されると考えられるが, 中嶋 (    ) や梅崎・中嶋 (    ) が指摘するように, 評価
者が自分の都合の良いように評価行動を取る場合も考えられ, その公平性が常に維持されると
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２) 熊沢 (    )     や遠藤 (    )       ‒   による｡ また小池 (    ) も, 長期に亘る昇進選抜
と複数の上司による評価によって, 評価者の恣意性が低下することを実証しているわけではない｡





第二に, 評価結果の納得度を担保する制度である｡ 既存の研究は, 評価過程における公平性








本稿の分析は, 二つの調査に基づいているため, ここで調査の概要を記しておこう｡ 調査は,
中村圭介氏 (東京大学社会学研究所教授) と前浦の二人で行った｡ どちらの調査も, Ａ市の職
員労働組合のご協力により組合員約     人を対象に実施され, アンケート調査は約     人




査では, 人事評価制度の必要性やその理由だけでなく, 正しく評価されているかどうか, 評価
者面談や苦情相談制度に対する評価, 評価結果の開示の有無と開示を受けた感想などについて
聞いているが, この調査における納得度は, 正しく評価されているかどうかという設問を利用












図１はＡ市総務局が作成した ｢人事考課制度運用の手引き｣ (    年) を参考に評価過程を
示している｡ これによると, 自己評価は    年の９月末に, 一次評価は  月上旬から２週間か
けて行われる｡ この期間では, まず一次評価者が仮評価を行い, 被評価者と一次評価者との間
で行われる評価者面談を通じて, 現行業務の相互理解や評価内容のフィードバックなどが図ら
れ, 一次評価を決定していく｡ その後二次評価は  月下旬に,   月上旬には評価者の調整が入
り,   月中旬に被評価者に対して評価結果が開示される｡ ただし実際は, 評価者の調整が行な
われることはほとんどなく, 二次評価がそのまま最終評価となっている｡ なおＡ市における一
次評価と二次評価はどちらも絶対評価で行なうことになっている｡
上記のスケジュール通りに進めば, 人事評価シートの提出は, 評価結果の開示が行われた    年  月中旬以降となり,     年３月に実施したアンケート調査とは, 調査時期が異なるこ
とになる｡
人事評価シートに記される情報には, 役職や職種によって多少の差異は見られるが, 業績
(仕事の成果) や能力 (市民志向, 企画立案力, 理解説明力, 知識等の習得活用, 責任感, 積
極性など), 組織運営 (管理統率力, 指導育成力, 協調性など) の評価項目が設定され, それ
ぞれの項目に点数が配分されている｡ このＡ市における評価項目の構成は, 一般的な日本の企
業の人事評価制度とほぼ同じである４)｡
全ての項目で最高点を獲得すれば合計点は５点となり, 合計点に応じて, Ｓ評価 (  点以
上), Ａ評価 (  点以上  点未満), Ｂ評価 (  点以上  点未満), Ｃ評価 (  点以上  点
未満), Ｄ評価 (  点未満) の５段階の絶対区分が決まる｡ これ以外には, 職員の名前や年齢,
立教経済学研究 第  巻 第１号     年  
４) 今野・佐藤 (    )      には, 日本企業の人事評価制度の評価基準が示されている｡ 評価する分
野には, 能力 (能力評価), 取り組み姿勢 (情意考課), 業績 (業績評価) の三つがあり, 能力評価に
は知識・技能, 理解力, 説明力, 判断力, 計画力, 指導力, 折衝力があり, 情意考課には積極性, 責
任感, 協調性, 規律生 (ママ), 革新性, 部下指導, 部下育成, 全社的視点などの項目が設定されて
いる｡ 名称や項目数など多少違いは見られるが, 基本的な構造はＡ市の人事評価制度と変わらない｡
図１ Ａ市における評価過程




















































評価シートの分析では, ｢十分納得している｣ が  ％, ｢おおよそ納得している｣ が   ％で
あり, その合計は   ％になる｡ この割合が評価結果に納得している人の割合になる｡ これに
対し, ｢ほとんど納得していない｣ は   ％, ｢まったく納得していない｣ は  ％となってお
り, その合計は   ％になる｡ この割合は評価結果に不満を感じている人の割合になる｡ 人事
評価シートの分析では, 納得している人が半数を超え, 不満を感じている人は２割強, 不明が
３割弱になり, 評価結果に納得している人が多い｡
アンケート調査における納得度は, ｢正しく評価されている｣ が  ％, ｢ある程度正しく評
価されている｣ が   ％, この二つの合計は   ％になる｡ この割合は正しく評価されている
と感じている人の割合になる｡ さらに ｢あまり正しく評価されていない｣ が   ％, ｢正しく
評価されていない｣ が   ％であり, この二つの割合の合計は   ％になる｡ この割合は, 正
しく評価されていないと考えている人の割合であるが, 正しく評価をされていると考えている
人を, 評価結果に納得している人, 正しく評価されていないと考えている人を, 評価結果に納
得していない人だと解釈をすれば, 納得している人が３割弱, 納得していない人が４割弱, そ
れ以外が３割になる｡ アンケート調査における納得度は, 人事評価シートの分析に比べて, お
おむね三等分に分けられる｡
このように, 二つの調査における納得度には多少の差が見られるが, 人事評価シートの分析
の対象者は, 組合員全体の１割強であること, さらに表２に記しているように, 自己評価の高
評価結果に対する納得度の研究   
表１ 人事評価制度における納得度
人事評価シートの分析 Ｎ＝     アンケート調査 Ｎ＝     
割合 Ｎ 割合 Ｎ

































価にわかれる｡ Ｓ評価とＤ評価の職員はほとんどいない｡ Ｂ評価に着目すると, 自己評価は   ％, 一次評価は   ％, 二次評価は   ％となっており, 全体的に集中化傾向が見てとれ
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図２ 各評価の分布
資料出所：人事評価シートの分析より作成｡
得度を示しているが, 自己評価で納得している人は, Ｓ評価で   ％, Ａ評価で   ％, Ｂ評
価で   ％, Ｃ評価で   ％となっており, 自己評価が高い人ほど納得度が低い｡ 一次評価で
納得している人は, Ｓ評価で   ％, Ａ評価で   ％, Ｂ評価で   ％, Ｃ評価で   ％とな





ある｡ ただし図２により, Ａ評価とＢ評価以外の評価を受けた人は少ないこと, さらに表２で
は, 二次評価の絶対区分と納得度の関係が強いことが明らかとなったため, ここでは二次評価





納得 不満 合計 Ｎ 納得 不満 合計 Ｎ 納得 不満 合計 Ｎ
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資料出所：図２に同じ｡
注１. 各評価の納得性について ｢不明｣ となった人を削除してあるため, サンプル数は    になる｡
表３ 二次評価の点数と納得度の関係 (％)




合 計                 




合 計                  
３点以上  点未満  点以上３点未満                              
資料出所：図２に同じ｡
注１. 納得度が ｢不明｣ と答えた人を削除しているため, サンプル数は    人である｡
表３を見ると, 同じ絶対区分であっても点数が高い人ほど, 評価結果の納得度が高いことが
わかる｡ Ａ評価で評価結果に納得している人の割合は, ４点以上  点未満で   ％,   点以
上４点未満で   ％, Ｂ評価では, ３点以上  点未満で   ％,   点以上３点未満で   ％に






次に評価過程と納得度の関係を見る｡ すでに述べたように, Ａ市の制度においては, 自己評
価, 一次評価, 二次評価の三つの評価を経て決定されるが, その過程で点数が変化することも
ある５)｡ 評価過程における点数の変化は, 評価結果に対する納得度に影響を与えるはずである
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５) 中村・前浦 (    )      には, 各評価における平均点と標準偏差を示している｡ 平均点は, 自己
評価で約  点, 一次評価で約  点, 二次評価で約  点となり, 二次評価への過程で全体的に点数が
上がっていることがわかる｡ 標準偏差は, 自己評価で   , 一次評価で   , 二次評価では   とな




り, その程度が低いほど, 評価が下がっていることがわかる｡ 一次評価で評価が上がっている
人に着目すると, ｢十分納得している｣ では８割弱, ｢およそ納得している｣ では   ％, ｢ほ
とんど納得していない｣ では   ％, ｢まったく納得していない｣ では,    ％にまでさがる｡
逆に, 一次評価で評価が下がっている人では, ｢十分納得している｣ では  ％, ｢おおよそ納




る｡ 納得度の高い人ほど, ｢二次評価で上がる｣ が最も高くなるが, 逆に ｢二次評価と同じ｣
では, 納得していない人ほど高い｡ また ｢二次評価で下がる｣ では, どれも２－３割台となっ
ており, 納得度の程度による差は小さくなる｡ つまり一次評価と二次評価の関係においては,
納得度が高い人ほど二次評価で上がっているが, その程度は図３の自己評価と一次評価の関係













図５は評価者面談に対する評価について, 納得度別に示したものである｡ これによると, 評
価結果に納得している人ほど, 評価者面談が ｢適切であった｣ と答えている人の割合が高いこ
とがわかる｡ その割合は８－９割台であり, それ以外の選択肢の割合は非常に低い｡ これに対
し, 評価結果に納得していない人で ｢適切であった｣ と答えた人は３－５割台, ｢不適切であ
った｣ と答えた人は２－４割になる｡ 二つの割合の差は, 評価結果に納得している人よりも小
さい｡
以上から, 評価者面談制度が評価結果に対する納得度に寄与していることが明らかとなった
が, 評価結果に納得していない人の中にも, ｢適切であった｣ と答えている人が２－４割程度
存在する｡ そこで両者の違いを明確にするために, 評価者面談に対する評価の根拠について,
評価結果に対する納得度別に比較する必要がある｡ 対象者は ｢適切であった｣ と回答した    
人である｡
表５によると, 納得度の程度に関係なく, ｢面談時間の確保｣ と ｢他の職員への配慮｣ の割
合が非常に高い｡ つまり調査対象者は, 面談時間の確保と他の職員に評価結果を聞かれないよ
うに配慮することを強く望んでいるのであるが, 評価結果に納得している人と納得していない
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図５ 評価者面談 Ｎ＝7,222
資料出所：アンケート調査より作成｡
注１. サンプル数が減ったのは, 評価結果の納得度について ｢不明｣ を除いたためである｡
人の差はほとんどない｡ このことは, これら二つが評価結果に対する納得度には関係がないこ
とを意味する｡ 両者間で違いが見られるのは, ｢長所や改善点の理解｣ と ｢評価以外のことも





る｡ 表６の ｢非常に良い制度だと思う｣ の割合に着目すると, 評価結果に納得している人は  
％前後であり, 納得していない人にいたっては５％程度である｡
これ以外の項目は全て苦情相談制度の問題点になっているが, これらの項目に着目すると,
｢正しく評価されている｣ と答えた人では, ｢評価者との関係が悪くなる可能性がある｣ 以外は,
｢非常に良い制度だと思う｣ より割合が低くなっており, 制度の問題点を指摘するよりも, 制
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資料出所：図５に同じ｡
られない｡ また評価結果に納得していない人では, ｢非常に良い制度だと思う｣ よりも制度の
問題点を指摘する割合が高い｡ さらに ｢人事評価制度には必要ない｣ を除く, 全ての項目にお
いて, 評価結果に納得していない人ほど割合が高いことから, 評価結果に対する納得度が低い
人ほど, 苦情相談制度に対して厳しい評価を下している｡





最後に, 評価結果の開示を取り上げる｡ 表７は評価結果の開示の有無を示しているが, 評価
結果に納得しているか否かに関わらず, 評価結果の開示を受けている人の割合が高い｡
｢正しく評価されている｣ においては, 評価結果の開示を受けた人の割合が８割を若干下回
っているが, その割合は特別低いわけではない｡ どちらかといえば, 評価結果の開示を受けて
いない人が２割近く存在し, さらにその割合は評価結果に対する納得度別に見ても, その差は
小さいことから, 評価結果の開示を受けたかどうかは, 評価結果の納得度に影響していないと
言える｡ それ以上に重要なのは, 評価結果の開示の評価である｡ そこで次に評価結果の開示を
受けた感想を見てみよう｡
表８の開示を受けた感想であるが, この表は表頭の左側にある ｢評価結果が適切に行なわれ
ることがわかった｣ から ｢評価結果に納得できた｣ までが評価結果の開示をプラスに評価する
項目 (以下, プラスの評価項目) であり, ｢評価が適切に行われていないことがわかった｣ か
ら ｢評価結果に納得できなかった｣ までがマイナスに評価する項目 (以下, マイナスの評価項
目) になる｡
まず評価結果に納得している人から見ると, プラスの評価項目が, マイナスの評価項目より
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表７ 評価結果の開示の有無 (％)
はい いいえ 無回答 合計 Ｎ





                                                                   
資料出所：図５に同じ｡








































































































































































































であった｡ なぜこのような結果が出たのだろうか｡ この疑問については, 評価結果そのもので
はなく, 人事評価制度を支える諸制度の機能が影響していると考えられる｡ これが二つ目のイ
ンプリケーションであるコミュニケーションの重要性である｡




れる｡ 一次評価の合間に実施される評価者面談では, 評価者 (上司) と被評価者との間でコミ
ュニケーションの機会が確保され, 現行業務の相互理解や評価内容のフィードバックなどが行
われ, 被評価者は評価の適切さや自分の長所・改善点を知るとともに, 評価以外のことについ
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